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働く人のための労働行政、 
労働組合の役割を考える 
	


	
  
東京都産業労働局労働環境課　労働相談調整係 
東京都庁職員労働組合　書記長	
  

　　　　　　山下　　勇	
 



	
  
	
  
	
  
１　自己紹介を兼ねて	
  
　　（変化する日本の労働環境） 
	
  
	
  
	
 

	
  
自分自身の都庁歴を振り返ると・・	
  
　１９９０　就職（文学部出身）都税事務所法人事業税係　　	
 

　１９９３　労働経済局　労働組合課	
  
　　　　　○労働相談・研修	
  
　　　　　○中小企業の賃金事情調査	
  
　　　　　○予算・議会の仕事も	
  
	
  
	
  
	
  
	
  
	
  
	
  
	
  
	
  
	
  
	
  



	
 
１９９６　努力の結果、労政事務所に異動	
 
	
 
	
 
１９９８　水道局営業所　収納係	
 
　　	
 　○未納水道料金の徴収業務	
 
　　　	
 ○「主任試験」合格。昇格すると部署が強制的に変わる	
 
	
 
	
 
２００１　産業労働局　技術専門校	
 
　　	
 	
 	
 ○若年（高卒）、離転職者向け職業訓練	
 
　　	
 	
 	
 ○この年からハローワークが国（東京労働局）に移管	
 
	
 
	
 
２００３　労政事務所に戻る	
 
	
 
２００４　労政事務所→労働相談情報センターに組織変更	
 
	
 



	
  
２００８　産業労働局　本庁へ	
 

　　　　　職業技術専門校は07年から能力開発センター	
  
　　　　　組合的には労働支部長に	
  
２０１１　東京都庁職員労働組合書記長（職場は休職）	
  
	
  
	
  
	
  
	
  
	
  
	
  
	
  
　　　　第一庁舎　　　　　　　　　　　　　　第二庁舎	
  
	
  

	
 



　�

　どこの会社でも、社員の育成と人事異
動方針は密接な関係がある。�
　�
　都庁のような大きな組織は、具体的な
職務を定めず採用される。�
　�
　大企業も同じ。同じ正社員でも、小さ
い会社ほど、職務内容は限定されてくる。�
�



　�

　減る　正社員（一般職公務員）と�
　増える非正社員（非常勤公務員）�
　　　かつての公務員のイメージ	
 
	
 
	
 
	
 
	
 
	
 
	
 
	
 
	
 
	
 
	
 
　　　　　　吉田警視庁副総監と和久巡査長（踊る大捜査線）�



　�

私の考える「公務サービスの危機」とは？�
�
　例えば、現場での地道なパトロールが、単
純業務ということで委託化された場合（すで
に駐車違反摘発業務はそうなっている）、捜
査はこれまで通りできるのか？	
 
　仕事が委託化・民営化され、職員が採用さ
れなければノウハウも消失する。「何か」が
あっても、対応できない。	
 
　全員がエリートを目指すシステムは、現場
力を失わせるのではないか。	
 
�



　�

自治労調査結果　�
「臨時・非常勤等職員の賃金労働条件等制度調査」
（中間まとめ：2012年10月）�

�
○非正規職員の割合　33.1％	
 
○臨時・非常勤等職員数70万人（概算）	
 
○都道府県16.6％、政令市・特別区31％	
 
　一般市で36.9％、町村で38％	
 
○学童指導員92.8％　消費生活相談員86.3％　	
 
　図書館職員67.8％　学校給食関係職員64.1％	
 
　学校用務員52％	
 
	
 
「住民に直接、サービスを提供する分野では、主な	
 
　担い手が非正規職員になっている職種がみられる」　	
 



民間でも非正規労働者が増加	
 

総務省「労働力調査」（詳細集計・平成24年平均）	
 



総務省「労働力調査」（詳細集計・平成24年平均）	
 



２　労働相談の現場では	
 
　　　　何が問題となっているのか？	
 

東京都の労働相談の状況（２０１２年度）	
 



労働相談の内容は？	
 

　　・「退職」、｢解雇」の2項目で相談項目総数の約2割（同19.5％）。	
 
　　・	
 	
 	
 	
 職場の嫌がらせに関する相談（7,962項目）は、前年度比で	
  
　　　8.4％増加。	
 





	
  
　国の個別労働紛争相談で
は、『いじめ・嫌がらせ』
（17.0％）がついに解雇を
上回った。	
  
	
 
　パワハラについては、国
の「円卓会議」で「職場の
パワーハラスメント」につ
いての一定の定義を作った。
都道府県も含め、啓発・防
止活動を始めつつある。	
  
	
  
　左は厚生労働省チラシ	
  
	
 

『いじめ・嫌がらせ』相談の増加	
 



労働相談ＮＰＯからの	
  
　　　　問題提起もなされている　	
 

ブラック企業大賞（現在2013年ノミネート発表中）の定義	
  
	
 
①　労働法やその他の法令に抵触し、またはその可能性がある	
  
　グレーゾーンな条件での労働を意図的・恣意的に従業員に強	
  
　いている企業、	
  
②　パワーハラスメントなどの暴力的強制を常套手段として	
  
　従業員に強いる体質を持つ企業や法人	
  
	
 

NPO法人POSSE代表　今野晴喜	
 
「ブラック企業－日本を食いつぶす妖怪－」（文春文庫）	
 



（産経新聞WEB版　2013.5.26）	
 



「正社員」の枠が小さくなってきている	
  
　非正規労働者の拡大＝ワーキングプア	
 
　偽装正社員問題＝ブラック企業	
 
　　　　　　　　　　　　　　　→　ぎすぎすした職場	
 

「ブラック企業」問題の背景は？	
 

　とはいえ、今後は労働力不足。高齢者・女性の労働力化を進
めることが国の方針でもある	
 
　高齢期雇用・ワークライフバランス推進の施策は進められて
おり、労働契約法改正など、正規・非正規の2極化を是正する動
きもある。	
 
　新聞等で話題になっているで「ジョブ型正社員」は、本来そ
ういう流れの中で出てきたものだというふうに理解しているが、
現在は解雇規制の問題として議論されている	
 



３　実際に問題が起きたら？　　	
 

労働相談を受けるところ�
 
都道府県の相談センター	
 
　東　京 
　　労働相談情報センター（6所）	
 
　神奈川県 
　　かながわ労働センター（3所）	
 
　大阪府 
　　大阪府総合労働事務所（2所）	
 

 

①　行政機関	
 



国＝東京労働局	
 
　	
  
　　１　労働局総合労働相談コーナー	
 
　　　　　（個別）労使紛争解決システムを利用する場合	
 
　　２　労働局雇用均等室　　　　　	
 
　　　　　　職場における男女の均等取扱い・セクハラ、母性	
  
　　　　　健康管理等に関する紛争解決の援助	
 
　　３　労働基準監督署（都内　18か所）	
 
　　　　　　労働基準法違反を申告することができる。労働基準	
  
　　　　　監督官は立入調査権、尋問権などを持つ司法警察員	
 

その他の労働行政機関	
 
	
  
　　職業紹介	
  
　　　１　ハローワーク	
 
　　　２　東京しごとセンター（ジョブカフェ）	
 
　　能力開発	
 
　　　１　都道府県－能力開発校	
 
　　　２　高齢・障害・求職者雇用支援機構概	
  
　　　　　　　　　－能開大学校・ポリテクセンター等	
 





②　労働審判	
 



	
  
行政の相談窓口等	

　　法律違反の是正・・・権限があれば可能？	
  
　　民事問題の解決	
  
　　　　・・・労使双方に解決の意思、妥協点があれば可能	
 
　　労働条件の改善・・・困難（契約自由の原則）	
 
　　	
  
　　○可能性はあっても、会社を辞めずに闘うのは大変な苦労	
  
	
  
司法制度の利用	

　　弁護士がいないと難しい	
  
　　会社を辞めずに闘うのはもっと困難	
 
　　経済的な壁	
  
	
  
	
 

③　行政・司法のメリット・デメリット	
 



	
  
　○　労働条件は「集団的」に（つまり労働組合が話し合って）	
  
　　決める。実はこれが労働法の原則。	
 
　　　労働組合が会社と締結する約束「労働協約」は、会社が	
  
　　定めた就業規則や個別に締結された労働契約よりも上位。	
 
	
  
	
  
　○　労働基準法や憲法より先にできた「労働組合法」	
 
	
  
　　→　占領時代初期にGHQは、民主化政策の一環として積極的	
  
　　　に支援。1945年10月1日、マッカーサーと幣原首相の初め	
  
　　　ての会見のとき、GHQ側から労働運動の推進を助けるよう	
  
　　　指示。	
  
　　　 	
 

４　意外とすごい労働組合	




労働組合法とは？	
  
○労働組合法第1条	
 
　この法律は、労働者が使用者との交渉におい
て対等の立場に立つことを促進することにより
労働者の地位を向上させること、労働者がその
労働条件について交渉するために自ら代表者を
選出することその他の団体行動を行うために自
主的に労働組合を組織し、団結することを擁護
すること並びに使用者と労働者との関係を規制
する労働協約を締結するための団体交渉をする
こと及びその手続を助成することを目的とする。	
 



○労働組合法第２条	
 
「自由設立主義」	
  
　原則法は千渉しない。労働者が集まり、結成大会を
開き、規約(名称・所在地を含む〉を確認し、役員を選
出すればよい。	
 
「労働者が主体」で「自主的に組織する団体」	
  

○労働組合法第２条　但書	
 
(1) 使用者の「利益代表者」が入ってはならない	
  
(2) 使用者から経済援助を受けてはならない	
  
●「便宜供与」は労働協約の締結があれば、労働時	
  
　間中の団体交渉等への賃金支給、組合事務所や掲	
  
　示板の貸与、労働組合の福利厚生活動への支援も	
  
　可となっている。	
 
(3)	
 	
 共済などの福利事業だけを目的としてはならない、	
 
(4) 政治活動・社会活動を主たる目的としてはならな	
  
　い－禁止ではない。	
 



○ 労働組合は自らの判断で、パート・アルバイト・派遣社員を	

　　　　　加入させることができる	

	

　組合員の範囲をどうするかは、誰を仲間として団結するか、と
いう問題ですから、本来労働組合が自由に決めることです。労働
組合は、その組合規約で組合員加入資格〔誰を加入対象とする
か)を決めています。	
 

○解雇された人も入れる	

	

　労組法上は「雇用する労働者」と表記され、解雇された者、退
職した者は、使用者との間の労働契約関係は終了しており、「雇
用する労働者」とはいえない。しかし、労働者が解雇や退職問題
を労働条件に関する問題として、団交や争議行為、法的手続きな
どによって承伏せず争っている場合には、未だ労働契約関係は終
了していないと見なされる。	
 



○「不当労働行為」として禁止されている行為　労働組合法7条	

	

　①不利益取扱い	
 
　②黄犬契約	
 
　　（雇用者が労働者を雇用する際に、労働者が労働組合に加入	
  
　　　しないこと、又は労働組合から脱退することを雇用条件と	
  
　　　すること）	
 
　③団体交渉の拒否	
 
　④支配介入	
 
　⑤経費援助	
 
　⑥労働委員会に申立などをしたための不利益取扱	
 
	
 
　→　都道府県労働委員会に不当労働行為救済の申し立てを	
  
　　　することができる。	
  
	
 



○「義務的団交事項」とは	

	
 
①　賃金・労働時間・昇格・昇進など「労働条件」にかかわる問題は	
 
　すべて義務的交渉事項	
 
②「経営権事項」といわれる問題でも、「労働条件に影響を及ぼす」、	
 
　あるいは関連する場合は義務的交渉事項である。	
 
③　個別の人事・処遇解雇、配転出向、懲戒・人事考課の結剰も、労	
 
　働組合員であるとして、労働組合が取り上げて交渉を求めた場合は	
 
　義務的交渉事項である。	
 
④　非組合員の労働条件であっても、将来にわたり組合員の労働条件	
 
　や権利等に影響を及ぼす可能性が大きく、組合員の労働条件と関わ	
 
　りが強い場合には義務的交渉事項。	
 
	
 
　　　　→　会社は団体交渉を拒否できない	
 
	
 



○1人でも入れる労働組
合もある　（連合ユニオン
東京・全国一般など）	
 
	
 
　労働組合は「団体」とされて
いるので、２人以上組合員がい
ないと労働組合と見なされない。
しかし、職場に仲間がいない場
合でも、「合同労組」に加入す
ることで、労働組合員として、
職場に労働組合があるのと同様
な権利や保護を獲得できる。	
 
	
 



○	
 	
 会社に労働組合がある場合には	
  
　　　・・・そりゃ入ったほうがいい。	
 
	
  
○	
 	
 労働組合が交渉することが、問題解決の近道	
 
	
  
○	
 	
 しかし労働組合はお互いの助け合いの組織。	
  
　代理人ではない	
 
	
  
○	
 	
 他の組合員が困っているときには助けあう。	
  
　これは合同労組でも同じ	
 

労働組合加入にあたって	




	
 
　私たち都庁職の活動に	
 
　ついて	
 
　	
 
	
 
　公務員組合（職員団体）で	
 
あるため協約締結権・スト権は
制限されている　	
 
　組合員のため、労使交渉・労

使協議を行っている	
 
	
 
　安全衛生協議会や36（超勤）
協定など、法律で定められた	
 

労使協議事項も多い	
 
	
 
	
 
	
 





一方で、労働組合には	

　「正社員クラブ」という批判もある。	


労働組合の組織状況（平成24年労働組合基礎調査：厚生労働省）	
 



労働組合の組織状況（平成24年労働組合基礎調査：厚生労働省）	
 



労働組合の組織状況（平成24年労働組合基礎調査：厚生労働省）	
 



　労組法は戦後ほとんど変わっていない。	
  
　労働組合が労働者の代表という法的位置
づけは変わらず、労働法制も、公労使の審
議会の議論を必ず経ることになっている。	
 
　しかし、「規制改革会議」など、組合不
在で労働法制についての議論を進める状況
もある。	
 

最後に	




　現場の人間としては、率直に言って、社
会から求められていることに対して労働組
合がきちんと応えているとは、自信を持っ
て言えない状況。	
 
　	
  
　「労働」の世界が大きく変わってきてい
る中、皆さんには就職後、労働組合を「利
用」・「活用」するだけでなく、役員とし
て、積極的に変えていってほしいとも期待
しています。	
 



　ご清聴 
　　ありがとうございました。 


